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8000 事務機械

2005年

我が国製造業に見る研究開発の生産性
エレクトロニクス産業だけが異常

ｿｰｽ：日本機械輸出組合産業競争力委員会”
報告2006~2008年のデータを小川が加工編集
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国際標準の世界
国際分業の世界
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我が国製造業の営業利益推移：
エレクトロニクス産業の異常が1996年から顕在化

それ以外の
ﾄｯﾌﾟ６４社

2

4

6
営
業
利
益
率
（％
）

デジタル型
ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
ﾄｯﾌﾟ１０社

ﾄｯﾌﾟ６４社

1995年

世界の景気変動

3
-2

0

2

19
80

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

東京大学：小川紘一

世界の景気変動
や為替変動で同じ
影響を受けた。 ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ産業

だけ、経営環境
が激変。なぜか



デジタル型・オープン標準化された製品の市場規模
アナﾛグ・クローズド型の10倍以上に拡大

ｱﾅﾛｸﾞ型/クローズド標準 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ型＋オープン標準

ｱﾅﾛｸﾞ携帯電話 3,400万台/年 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ携帯電話 １２億台/年

ＶＴＲ 5,000万台/年 DVD ５億台/年
ＭｉｎｉＤｉｓｃ 2,000万台/年

銀塩フィルム デジカメ
カメラ 3,650万台/年 DSC １．３億台/年

携帯電話用の
カメラモジュール ７億台/年カメラモジュール ７億台/年

ｱﾅﾛｸﾞ・ｲﾝﾀﾌｪｰｽのＨＤＤ ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ｲﾝﾀﾌｪ^ｽのＨＤＤ
100万台/年 5.2億台/年

デジタル;オープン標準化が産業構造・組織構造を一変させた

フルセット垂直統合型 比較優位の国際分業型

東京大学：小川紘一
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オープン環境の国際分業が加速すると、
我が国企業は例外無く市場撤退への道を歩む
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構造的な問題が内在

東京大学：小川紘一

他の産業領域へも拡大する



1980年代後半のアメリカも同じだった

イノベーションを起している企業が、
なぜ見返りが取れないのか

世界最高レベルのＲ＆Ｄ能力を持つＩＢＭが
なぜ凋落するのか？

1988年ころからIBMが経営危機, 
1988~1994年にＩＢＭが１５万人をレイオフ

フルセット垂直統合型企業の経済合理性が、
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フルセット垂直統合型企業の経済合理性が、
オープン分業化によって崩壊

新しいビジネスモデルが生まれる

東京大学：小川紘一



1990年ころのアメリカ：巨大なフルセット垂直統合型企業
中央研究所を起点とするイノベーション・システムが機能しなかった

中央
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事業部門はリスク回避と利益率
重視で、新規技術を採用しない

テクノロジー・イノベーション
が研究所の中で死滅 販売部門は売れるか否か分からない

新製品を販売予算に入れない
新
規
市
場

中央研究所のArcane Technologyを誰もBusiness Termへ翻訳できない

顧客・市場の要求を誰も研究の方向付けに翻訳できない

基礎研究を競争力や利益に寄与させるのが非常に難しくなった
東京大学：小川紘一



１９８０年代にアメリカが産業政策を大転換

‘６０ ’７０ ‘８０ ’９０ ‘００

・1945年１０月のブッシュ・レポートを基点とした基礎研究と大企業が

欧米を襲う長期のインフレ
大量失業、経済の低迷

ﾊｲｴｸとﾐﾙﾄﾝ･ﾌﾘﾄﾞﾏﾝの政策
小さな政府

アメリカ産業の競争力強化
ー著作権法の改定(1980)、ﾊﾞｲﾄﾞｰﾙ法(1980), 特許商標法の改正（1982):
ー独禁法の大幅緩和(1981）、国家共同研究法(1984)
ーSBIR法；Small Business Innovation Research Program(1982）

①企業の協業によるオープン環境のイノベーションが興隆

・1945年１０月のブッシュ・レポートを基点とした基礎研究と大企業が
担うイノベーションがアメリカの競争力に寄与していない。
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①企業の協業によるオープン環境のイノベーションが興隆
②スピン・オフ、大学発ベンチャーが興隆
③標準化を経営ツールに据えたビジネス・モデルの登場
④Pro-Patent：知財を経営ツールに据えたビジネス・モデルの登場

オープン分業型へ大転換
東京大学：小川紘一
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オープン分業型に適応したベンチャー企業群が
1990年代にアメリカのエレクトロニクス産業を蘇えらせた
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IBM互換PCの
国際分業化

Computer, Communication & Network, Digital appliance

まずオープン標準化されたデジタル型の産業から
国際分業がはじまり、NIES/BRICsの経済を急成長させた

台湾のパソコン＋ネットワーク＋情報家電産業
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量産工場が
台湾から中国へ

IBM PC/AT

家電製品の
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出展： 台湾行政院主計處ホームページのデータを小川が加工

家電製品の
国際分業化

東京大学;小川紘一



２．欧州の科学技術政策等２．欧州の科学技術政策等
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1980年代にヨーロッパ全体の産学官連携が本格化

1950          1970       1980           1990         2000       2010

オープン産学官連携の時代

▲1992.5
ﾖｰﾛｯﾊﾟ ▲2000.3

▲2005.3

新リスボン宣言
成長と雇用
の為の協業

中央研究所の時代
大企業育成中心
ナショナル・チャンピオン政策

▲1984

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ宣言

▲

▲1968
EC

European 
Communities

(15ヵ国)

ﾖｰﾛｯﾊﾟ
経済領域
成立

▲1984

二大イノベーション政策

▲2000.3

リスボン宣言
・雇用創出
・持続的成長
・“世界で最もActive

で競争力のある“
知識立脚型経済の構築

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ宣言

共同研究支援
政策の起点

FP予算の大型化
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▲
1952

ECSC：
European
Coal & Steel
Community
(6ヵ国)

▲
1958 EEC：

European
Economic 
Community

経済統合の
制度的起点

▲1984

Framework Program：ＥＵ委が主導するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（欧州委予算+企業）

（欧州委員会主導/基礎研究・応用研究中心）

▲1985

EUREKA:   参加国の助成を基に企業や政府機関を通して
参加するﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（参加国の国家予算+企業）

（欧州大国主導・参加国単位/実用研究･開発が中心）
東京大学：小川紘一



FP7に至るFramework Programの経緯
1980             1990         2000                       2010

▲1984  Framework、 Program

1) 1984年のＦＰ-1から2006年FP-6まで、５ケ年計画
・予算はFP1から順次増えて、ＦＰ４：145億ユーロ、FP5; 160億ユーロ

FP-6の178.8億ユーロ/年、 FP7:は総額523億ユーロ

2007年から始まったFP-7が７年計画、25ケ国＋準加盟３ケ国の参加で2007年から始まったFP-7が７年計画、25ケ国＋準加盟３ケ国の参加で
・2004年4月に提案、 ・2005年10月の関係閣僚会議で審議
・2006年１月のEU会議で議論、 ・2006年10月に承認

２） ＦＰを運営する考え方の流れ
＜ＦＰ５＞ User Friendly 

・『生活の質』、『親しみ易い情報社会』など、市民の目線で問題解決を図るための
科学技術、という発想、多くの技術分野を取り込み、優先テーマを少なくした。

＜ＦＰ６＞ Ｉｍｐａｃｔ

ｽｲｽ、ﾉﾙｳｴｰ
ｲｽﾗｴﾙ
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＜ＦＰ６＞ Ｉｍｐａｃｔ
・ＦＰ５に見られたビジョンの欠如、小粒バラマキ、煩雑な手続きを反省して、

テーマの集約化・重点化へ。プロジェクトを大型化
・欧州研究エリア（ＥＲＡ）実現のための戦略発想（ＳＲＡの重視）

＜ＦＰ７：＞Growth & Creation
・目標へのアプローチ ： 企業ニーズに応える仕組み作りを優先

・企業による研究開発投資の比率を急増やす仕組みづくり
・競争力強化に向けたＥＵ企業ニーズへフォーカスする戦略性を更に強化

東京大学：小川紘一



ＥＵＲＥＫＡによる国際共同の産学官連携（要約）

Ａ国

Ａ社研究所

Ｂ国

Ｂ社研究

・市場志向型のＲ＆Ｄ
（産業技術中心）

Senter

研究所Ａ
研究所：Ｂ

Ｂ社研究

所共同研究テーマ

助成
しない

助成
する

申請 申請
自国の機関
に独自申請

・政府機関はSenter
Novemなど、NEDO
的な機関が担当

・ＥＣは事務局機能のみ
・優先順位も判断も
各国政府が担う

・審査基準はＦＰと共通
政府機関同士のネット
ワークがあるため

欧州委員会

政府機関：Ａ 政府機関：Ｂ

連絡はするが
独立に審査

ワークがあるため
・メンバー国はＦＰ７と
準加盟国（＋ロシア）

・ﾊﾟｰﾄﾅｰ企業が助成
を受けられない場合
でも、研究をｺﾐｯﾄ事務局機能（共通ﾙｰﾙなど）

出典：NEDOパリ事務所



自動車の電子化に伴うＥＵの分業型・産学官連携

①ソフトウエアの巨大化が分業型のオープン産学官連携へシフト

自動車産業でもフルセット統合型のビジネス・モデルが崩壊
②インタフェースもプロトコルも標準化され、国際分業型の産業になる

知財マネージメント/技術改版権でオープン市場の支配力
③ＥＵにとって国際標準化とは

BRICs市場を念頭においた産業政策である

東京大学：小川紘一

BRICs市場を念頭においた産業政策である

車とＩＴＳ社会インフラとのリンク

車と交通インフラとのリンク

車と車とのリンク

ITS社会

インタフェースのオープン標準化

それぞれの基幹ＰＦ内で
個別モジュール技術and/or
擦り合せ統合による差別化
と付加価値創出

ＥＵの助成対象
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コンポーネント
（ECU S/W+Application)

S/W PF; AUTOSAR 国・企業を超えた共通の基盤技術

と付加価値創出

擦り合せ統合から徐々に
モジュール結合の比率アップ

ＥＵの助成対象

自動車



日本のエレクトロニクス産業が構造的な矛盾に直面

1800          1900           1940            1980           2000        2010

ｼｭﾑﾍﾟｰﾀ(Ⅰ) ｼｭﾑﾍﾟｰﾀ反革命

見えざる神の手が

経済活動の調整機能

見える手の組織が

経済活動の調整機能

見える手の産業政策が

経済活動の調整機能

ｼｭﾑﾍﾟｰﾀ（Ⅱ）

分業の時代
（特にﾖｰﾛｯﾊﾟ）

産学官連携＋分業化の時代
まずｱﾒﾘｶから、次にＥＵと

NIES/BRICs諸国へ

フルセット垂直統合化
（特にアメリカ）

経済活動の調整機能
（アダム・スミス）

経済活動の調整機能 経済活動の調整機能
（スミス＋シュンペータ＋ケインズ）

産学官連携の狙いは

・社会インフラ構築のイノベーション

フルセット垂直統合型の組織能力

日本は今後多くの産業分野で50年に一度の構造的矛盾に直面

・社会インフラ構築のイノベーション

・持続的経済成長を支えるイノベション
・比較優位の制度イノベーション

東京大学：小川紘一



オープン標準化が創り出す矛盾に満ちた経営環境

ｱﾅﾛｸﾞ的擦り合わせ型

技術の進化

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ的モジュラー型

全技術体系一括 個別の基幹技術

進化のリーダー完成品ﾒｰｶ 基幹部品ﾒｰｶ

伝統的な日本企業の世界 オープン化・標準化が創る世界

部
品
の
相
互
依
存
性
が
非
常

部
品
の
相
互
依
存
性
が
非
常

進化のリーダー完成品ﾒｰｶ 基幹部品ﾒｰｶ

付加価値領域完成品へ分散ｶﾌﾟｾﾙ 基幹部品へ集中ｶﾌﾟｾﾙ

産業構造ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ内分業 オープン国際分業

差別化と
利益の源泉

完成品の全技術体系
販売ﾁｬﾈﾙ、ブランド

基幹技術のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
知財マネージメント
オープン市場の支配力

サ
プ
ラ
イ
・チ
ェ
ー
ン

サ
プ
ラ
イ
・チ
ェ
ー
ン
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非
常
に
強
い

非
常
に
弱
い

産業構造ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ内分業

イノベーション
リニーア・モデル

中研型イノベーション
GTO,GIO
オープン・イノベーション

標準化
自社内・ｸﾞﾙｰﾌﾟ内
クローズド標準

オープン・グローバル

サ
プ
ラ
イ
・チ
ェ
ー
ン

サ
プ
ラ
イ
・チ
ェ
ー
ン

東京大学：小川紘一



ビジネス環境の転換が多くの産業領域で急拡大
1960s 1970s 1980s 1990s 2000s 2010s

Color 
TVVCR PC

ASIC/ASSP

ﾖｰｸＤＹコイル付きブラウン管とＩＣの一体化

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ・ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ制御のﾏｲｺﾝ付きＩＣ

Open BIOS、バス・ブリッジ、オープンスタンダード

設計標準化、EDA, 製造設備の巨大モジュール化、プ
ロ
ダ
ク
ト
・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

擦

ビ
ジ
ネ
ス
・モ
デ
ル
・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

国
際
的

CD-ROM

DVD
LCD

ASIC/ASSP

Digital Servo、オープンスタンダード

製造設備のﾓｼﾞｭｰﾙ化、画像ｴﾝｼﾞﾝ流通

オープンスタンダード

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ携帯電話
DSP+ﾏｲｺﾝの一体化

太陽光発電
製造設備のﾓｼﾞｭｰﾙ化

プ
ロ
ダ
ク
ト
・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

擦
り
合
せ
型
・垂
直
統
合
型

ビ
ジ
ネ
ス
・モ
デ
ル
・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

国
際
的
な
水
平
分
業
型
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ﾌﾟﾘﾝﾀｰ

複写機、乗用車

太陽光発電

金属材料、有機材料、無機材料、機能材料
東京大学;小川紘一

電子部品

プ
ロ
ダ
ク
ト
・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

垂
直
統
合
型

ビ
ジ
ネ
ス
・モ
デ
ル
・イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
、



ビジネスモデルと知財マネージメントから見た
２１世紀の産業の位置取り

技術と知財を武器に
日本型からRe-Design

への転換でグローバル市場へ

国際標準化
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ分業

オープン環境の
ビジネスモデル
知財ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ 技術力と知財で

への転換でグローバル市場へ

19
産業構造審議会産業技術分科会第24回研究会

小委員会の資料に小川が加筆

部品・材料の
単品ビジネス

東京大学：小川紘一

グローバル市場独占



日本のエレクトロニクス産業が勝てない理由

１．情報通信産業とコンピュータ産業
・欧米企業のビジネスモデル/知財マネージメントと産業構造改革
・事例： インテル、シスコ、ノキア、メディアテック、

２．デジタル家電産業
・日本企業の組織能力と製品アーキテクチャとの巨大な乖離
・韓国・台湾・中国：オープン水平分業型の組織能力、技術は調達するもの
・日本企業： フルセット垂直統合型の組織能力、技術は自ら開発するもの

３．半導体、液晶、太陽光発電、ＤＶＤメディアなど

20

３．半導体、液晶、太陽光発電、ＤＶＤメディアなど
設備主導の産業

・NIES/BRICs諸国に見る比較優位の制度設計
・NIES/BRICs諸国：

国際分業の一部だけ担う、比較優位の制度設計、直接金融
・日本： フルセット製造大国、間接金融

東京大学：小川紘一



ＦＰ６の時代のＥＵにみる研究開発の投資効率
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100000
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明日の日本
を脅かす
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情報通信・自動車以外に新たな経済・雇用を牽引する産業が必要
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研究開発投資（MUS$)

半導体・液晶

重電機械
家電

建設機械

事務機械：４０７
工作機械： ７０

航空・宇宙

東京大学;小川紘一



Framework 7 の全体像

欧州委員会

第７次Framework Program 
FP7予算の64%。

欧州委予算の約6.3%を使うイノベーション政策

*その他のプログラム
（Idea等）からも助成ありロードマップ依頼 助成金

共同研究助成(Cooperation)*プログラム

研究組合的な組織：欧州の主要企業、
中小企業、金融機関、国および地方の機関・
研究団体/大学、ＮＰＯ，市民団体で組織。
現在33プラットフォームが活動

FP7予算の64%。
企業側も同額を負担する。

基礎研究の市場化に向けたロードマップの提案
（3つの段階に分けた提案）

各共同研究
プロジェクト

各研究プロジェクトは
3ヵ国以上の主体
（大学/研究所/企業）
で構成

European Technology Platform (ETP)

（Idea等）からも助成ありロードマップ依頼

これらのロー EU委の資金管理/運営

優先テーマに反映

助成金

22

Joint Technology Initiative (JTI)

研究活動の目的のチェック、投入資金･人材のチェックを踏まえ
Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ型式で長期的な産学官連携を構築。現在の対象分野は以下
の６項目：①ナノエレクトロニクス、②組み込み型コンピュータ、③水素、
燃料電池、④環境･安全のグローバル監視、 ⑥航空輸送

（3つの段階に分けた提案）
・ニーズ探索段階：VISION
・基礎/応用研究段階：SRA (Strategic Research Agenda)

・実証/市場化段階：IAP( Implementation Action Plan)

これらのロー
ドマップはEU
委の公式文

書として採択/
公開

EU委の資金管理/運営

各JTI毎の資金管理/運営

・迅速な計画の実行
・目的指向のプロジェクト管理
・迅速な技術の市場化を期待

EU委管理から独立

出典：兵庫県立大学、立本博文



ETP事例：電子・情報分野の統合スマート・フォーム”EPoSS”
-European Technology Platform on Smart System Integration-

ミラー（Mirror）グループ

①ETP全般に渡る戦略的な開発を指導
②他EＴＰとEPoSSとの連携指導

産業界の代表者が担当

事
務
局

議長

巨大な統合機関としてETPが機能

ハイレベルグループ
各国機関との調整

産業界との調整

ＩＣタグの応用

ミラー（Mirror）グループ

①ＥＵ加盟国によって指名された専門家
②自国の活動とPlatformとの協調を図る

[目的]
・人的、財政的なリソースの確保
・教育やトレニングの仕組み
・標準化（研究成果の迅速な普及）
・各ＷＧと欧州委員会、各国機関とのリンク

事
務
局 執行委員会

作業部会

/

運営委員会
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科学(Scientific)
グループ

①各WGリーダーは
産業界の代表者

②メンバーは産業界・
科学界・市民団体、
公的機関、大学、国
の諸機関の代表

・大学/研究所からＷＧに
対して科学的視点の
アドバイス

自動車 通信 航空機

医療

物流

共通技術

産業界との調整 大学/研究機関との調整

ETPによって巨大物流情報システムであるEPoSSが市場化されていく。
巨大な社会的イノベーション構築の仕組みによって欧州産業は
下位レイヤーの要素市場だけでなく、統合した上位レイヤーの市場も獲得できる。

出典：NEDOパリ事務所



EPoSSプラットフォーム作業部会の流通ＷＧの事例

Vision: 
①FRIDが超小型・低消費電力になれば全ての商品に付けられ、人間一人ひとりとモノ

とをネットワークによってリンクさせる巨大な社会システムができあがる。
②これは人類社会がはじめて手に入れた機能であり、２１世紀の社会経済にだけでなく、

個々の人間のライフスタイルにも多大な影響を与える個々の人間のライフスタイルにも多大な影響を与える
③特に環境問題について言えば、FRIDの追跡機能によって廃棄物処理やリサイクル

だけで無く、製品のサプライ・チェーンも一変するであろう。
④上記の意味で、技術の研究開発は社会経済的な研究と一体になって推進されるべき

Strategic Research Agenda; SRA
①身近で日常的なObject(小物）に、センサー・メモリー・無線ネットワークなどの機能が

組み込まれ、周りの状況を感知・認識・判断しながら自立的に情報のやりとりや
アクションを起こせるRFID、および周辺環境をＩＴ技術でインテリジェント化するアクションを起こせるRFID、および周辺環境をＩＴ技術でインテリジェント化する
Ambient Intelligenceのシステムが必要

②これを広範囲に大量普及させるために、コストが１セントのタグの開発が必要
③ＦＰ７で以下の３項目をリストアップ

・上記事項に関する中長期の研究開発を支援し、ＥＵのRFID産業を強化する
・上記項目の試験的な使用の支援、無線周波数やその他の技術の標準化を推進
・ヘルスケア、食の安全、ごみの廃棄、安全保障など、高い社会的メリット・価値

を持ったAmbinient Inntelligenceの利用を支援することで、欧州の市民社会を強化

東京大学：小川紘一



AUTOSARと関連プロジェクトの協業関係および
車載システムへの適用プロセス

S/Wによる
競争領域

アプケーションS/W

基幹H/W： ﾊﾟﾜｰﾄﾚｲﾝ系、走行系、ﾎﾞﾃﾞｰ系、通信・画像系

ＥＣＵ
開発支援
ツール 設計プロセス

管理手法

実装･統合化
の競争領域
共通ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ
共通インフラ

アプケーションS/W

Run Time環境

RealTime OS
(OSEK OS)
ISO17356

ECU抽象
化ﾚｲﾔｰ

MCU抽象
化ﾚｲﾔｰ

Service レイヤー

ﾃﾞｰﾀ互換性
ﾌｫｰﾏｯﾄＩＦ

設計手法
品質保証

管理手法
車
載
・実
装

開発
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非競争領域
共同開発領域
ｵｰﾌﾟﾝ標準化

ＡＵＴＯＳＡＲによる一元 統合化

OSEK/VDX

組込みS/Ｗ
ｱｰｷﾃｸﾁｬ

FlexRay

通信N/W

ASAM

開発ﾂｰﾙ
ｲﾝﾀﾌｪｰｽ

開発ﾌﾟﾛｾｽ

Ｈ Ｉ Ｓ

東京大学：小川紘一



ヨーロッパＦＰを活性化するためのインセンティブとしての
European Research Area (ERA)構想（１）

１．インセンティブの仕掛けと狙い
① ＥＵに向かわざるを得ないようにするインセンティブを多用

・例：以下のケースで優先度を上げたり助成規模を大きくする
・統合プロジェクト（ＩＰ）、・優れた研究機関・人のネットワーク構築（NoE)
・国境を越えたネットワークやコンソーシアム・国境を越えたネットワークやコンソーシアム

②上記インセンティブを使って研究開発におけるＥＵ域内の統合：
Ｒ＆Ｄの国境を無くし、ＥＵレベルの戦略に基づいてＲ＆Ｄを整合的にすすめる

２．インセンティブのための制度・機関の設置
①European Research Counsel(ERC)の設置（2005年7月）

・EUレベルでの学術研究プロジェクトの公募・決定機関
・FP7の“Idea” を原資にグラントの実施・FP7の“Idea” を原資にグラントの実施

②研究インフラに関するEU Strategic Forum(ESFRI)の設置
・域内の各国が分担して進めるべき大型研究インフラの戦略策定
・ＦＰ７の“Ｃａｐａｃｉｔｙ” の４２％に当たる17.2億ユーロを割り当て

③欧州工科大学院（ＥＩＴ）構想
・単なる理工系の大学院ではなく、Ｒ＆Ｄ成果の事業化のためのノウハウ

蓄積、イノベージョン人材の育成が主眼
・域内の複数の工科大学と連携する構想（審議中）

東京大学;小川紘一



３．大学研・究機関へのインセンティブ（１）
①東ヨーロッパなどの後進国が加わると優先度が上がる

②大学、研究機関、企業などが共同して応募すれば優先度が上がる

ヨーロッパＦＰを活性化するためのインセンティブとしての
European Research Area (ERA)構想（２）

②大学、研究機関、企業などが共同して応募すれば優先度が上がる
③最低３ケ国以上が共同して応募、実質的には５ケ国以上となる

４．大学研・究機関へのインセンティブ（２）
①参加するまでの協業やプログラム遂行のプロセスで研究者の人脈形成
②政策担当者と研究者の人脈が全ＥＵ内で醸成され、研究が活性化

５．企業へのインセンティブ５．企業へのインセンティブ
①ＦＰで開発された技術や製品が巨大なBRICs諸国へ移転させやすくなる
②上記２．の制度を積極的に活用できる
③ＥＵの政策としてＥＴＰを介して欧州投資銀行(EIB) から融資のチャンス

・ＥＩＢはリスク共有の融資機関という仕組みを持つ

・ＥＴＰにおけるＳＲＡの実行を支援する潜在的な資金源としてStructural Fund
機能も持つ

東京大学：小川紘一



６．世界レベルのオープン・イノベーション：
・非ヨーロッパ諸国も参加が認められ、世界の隅々のイノベーション成果を

人材とともに取り込むことができる

ヨーロッパＦＰを活性化するためのインセンティブとしての
European Research Area (ERA)構想（３）

人材とともに取り込むことができる

・参加が認められる国は以下の通り：
①準ＥＵ加盟国：スイス、ノルウエー、イスラエル、但し負担金を払う
②開発途上国：ロジア、中国、インド、ブラジル、ＥＵが費用を全て負担
③一部の先進国：アメリカ、韓国、但し費用は参加国が負担

・初期にころは開発途上国を重視した仕組み、」現在はアメリカの参加

①しかし日本だけが含まれていない。
知財の扱いで合意がとれていない様子(もうすぐＯＫになる）

②2006年までのＦＰ６の実績では、ロシア、中国の参加が３５０件以上
アメリカ：１５０件、しかし日本は２２件のみ

東京大学：小川紘一



今後の日本のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑ構築に向けた

柔かなｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ制度の勧め

科学（Pure Science

目的基礎研究

海外研究機関国内研究機関

省
庁
間
の
協
業

①研究費とその優先順位、②事前協議と人的移動の諸経費、③成果の活用支援

主に工学系 異業種分野の
研究機関

産学共同研究ＭＯＴ

地方と大都市の
研究機関・大学

協
業
・柔
か
な
場
の

研究成果
人材

資金提供
特任教授提供

（基幹限定）

資金提供
特任教授提供

（基幹限定）

研究成果
人材

企業（国内・海外）
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の
構
築

企業（国内・海外）

期待される効果
①科学技術政策と競争政策の連携、 ②基礎研究からイノベーションに至る一貫政策の展開
③自前主義から脱皮：日本型オープン・イノベーションの構築、 ④公的研究機関の機能変化
⑤公的研究機関と企業、公的研究機関相互、地方と大都市の人材・情報の交流と共有
⑥２１世紀型イノベーション・システムの全体構造を理解する人材の育成、
⑦利用者の視点を見据えたVisionｰdrivenなイノベーション、 ⑧協業と競争の峻別

東京大学：小川紘一



添付資料
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東京大学：小川紘一



Ｇａｔｅｗａｙ

Ｇａｔｅｗａｙ

基
幹

ム

ヨーロッパ携帯電話のシステム構造
オープン環境で標準化したのは、HandSetの内部構造と通信プロトコル

基幹ﾈｯﾄﾜｰｸ側にブラック・ボックス領域を残してオープン市場を支配する構造

Ｓｗｉｔｃｈ Ｓｗｉｔｃｈ Ｓｗｉｔｃｈ

ＢａｓｅＳｔａｔｉｏｎＢＳＣ ブラック・ボックス
摺り合せ技術

基
幹
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・シ
ス
テ

ブラック・ボクス領域
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ＢＴＳ ＢＴＳ ＢＴＳ・・・・・・

･･･････････

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・シ
ス
テ

携
帯
電
話
端
末

ハ
ン
ド
セ
ッ
ト

完全オープン
組み合わせ技術

東京大学：小川紘一



ビジョンから市場化までの活動を支える仕組み

１．Vision-drivenのＲ＆Ｄ投資
①まず産業界主導で長期の技術目標や共通の技術的ビジョン作成

ＥＴＰにおける活動の基本：Ｖｉｓｉｏｎ⇒SRA⇒ＩＡＰ

①まず産業界主導で長期の技術目標や共通の技術的ビジョン作成
②FPではこれがVision2020となる

２．Strategic Research Agenda（ＳＲＡ）の設定

①Vison2020に対応した重点領域を決定と長期の技術目標やスケジュール

をロードマップとして作成

３．Implementation Action Plan（ＩＡＰ）３．Implementation Action Plan（ＩＡＰ）
①人的および財政的な資源を結集し、ＳＲＡSの具体的な実行計画を作る
②SRAで取り上げられるのが基礎的な研究であっても、技術・商品・

生産・サービスなどの経済価値へ繋げる仕組みも策定する

３３のＴＰを具体化するのがJoint Technology Initiative
JTIはSRAの枠組みのなかで活動

東京大学：小川紘一



プロジェクトの効率化を支えるＪＴＩの活動（１）

JTI: Joint Technology Initiative

ＥＵや国だけでなく、企業の研究機関も参加できる業界主導のプロジェクト

企業のＣＴＯクラスが積極的に参加

１．ＥＴＰが主導するＳＲＡを実行するために、
①欧州委員会がＦＰ７で新たに作った
②ＪＴＩで指定されることによってＳＲＡの実施が確実なものになる

２．欧州委員会（ＥＵ）に代わってＦＰ予算の執行。
①ETPが主導するStrategic Research Agendaのチェック、

東京大学：小川紘一

投入資金･人材のチェックを踏まえＩｎｉｔｉａｔｉｖｅ型式で長期的な
産学官連携を構築。

②FP-7をはじめとする様様なＲ＆Ｄ投資ルールの中で活用する



プロジェクトの効率化を支えるＪＴＩの活動（２）

JTI: Joint Technology Initiative

ＥＵや国だけでなく、企業の研究機関も参加できる業界主導のプロジェクト

企業のＣＴＯクラスが積極的に参加

３．将来の戦略的な技術分野で競争力や生産性の強化が図れる
分野を決め、ここにEUの研究資源を集中させる、例えば
①ナノエレクトロニクス（ENIAC) 、②組込み型コンピュータ(ARTEMIS)
③革新的な医薬(IMI)、④航空輸送、 ⑤水素・燃料電池、
⑥環境安全のグローバル監視

４．ＪＴＩの対象になるには以下の用件が必要

東京大学：小川紘一

４．ＪＴＩの対象になるには以下の用件が必要
①SRA実施のために、産業界が資金的・人的貢献を明確に宣言している
②SRAの実施期間が長く、ＰＦ計画の期間を超えていること
③対象とする技術分野の研究費用が大規模であり、ハイリスクの投資

５．なお商品化の障害になる事項の特定とこれを排除する仕組みも
ＪＴＩが促進



ＦＰ７に見る産学官・共同研究の概要

欧州委員会

ＦＰ７予算負担金

応募 助成 応募

ＥＵ域外の国

助成 準加盟国：
負担金を支払って加盟国扱い

ＥＵ加盟国

Ａ国

Ｂ国

政府

政府

Ａ大学

Ｂ大学

Ａ研究所

Ｂ研究所

Ａ社研究所

Ｂ社研究所

共同研究ﾃｰﾏ

応募 助成

共同研究ﾃｰﾏ

応募

Ｘ国政府

Ｘ大学

共同研究ﾃｰﾏ

負担金を支払って加盟国扱い
開発途上国

・参加費をＥＵが負担

日
本
は
条
約
締
結
中

Ｂ国

Ｃ国

Ｄ国

政府

政府

政府

Ｂ大学

Ｃ大学

Ｄ大学

Ｂ研究所

Ｃ研究所

Ｄ研究所

Ｂ社研究所

Ｃ社研究所

Ｄ社研究所

先進国
・原則、自己負担
・アメリカ：1998年から参加

2007年(FP7)からEUが
同一基準で審査

・韓国：2006年から参加
ＥＵの判断に応じて
自動的に出資

条
約
締
結
中

出典：NEDOパリ事務所、吉本所長
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